
函 議 会       

                         令和８(2026)年９月１１日  

 

 報道機関 各位 

 

                                           函館市議会事務局議事調査課長   

 

   民生常任委員会からの提言書の提出に係る取材・報道依頼について 

 

 このことについて、本市議会民生常任委員会の所管事務調査事件「単身高齢者へ

の居住支援の取り組みについて」にかかわり、このたび委員会としての提言を取り

まとめ、保健福祉部に対して提出いたしますので、取材・報道方よろしくお願いい

たします。 

 

記 

 

１ 日   時    令和８年９月１６日（水）午後１時００分 

   

２ 場   所  函館市役所３階 保健福祉部長室 

 

３ 調査の目的および内容 

  令和７年４月に改正生活困窮者自立支援法が施行となり、法律上の定義に「居

住の支援」が明記され、自立相談支援事業において、住まい・入居後の相談に対

応することが明確化された。また、令和７年 10 月に改正住宅セーフティネット法

が施行となり、単身高齢世帯のさらなる増加や住宅確保要配慮者に対する賃貸人

の入居拒否等の課題を受け、市区町村による「居住支援協議会」の設置が努力義

務化されたところである。  

本市においては、居住支援を含む高齢者等の相談窓口として、「函館市地域包括

支援センター」を市内 10 か所に設置しているほか、令和５年２月には「函館市居

住支援協議会」を設立し、住宅情報の提供等の支援を行っている。  

本市の高齢世帯の割合は国や北海道を上回り、今後も高齢化率が上昇していく

ことが見込まれる中、住まいに関する相談は増加傾向にある。また、高齢世帯の

抱える問題は、住宅に関するものだけではなく、孤立や生活困窮など多様化・多

重化しており、その状況に応じた支援が必要である。  

そこで本委員会では、入居から退去まで切れ目のない相談・支援体制を構築す

るため、今後さらに住まいと福祉の連携を強化する必要があると考え、住宅部局

と福祉部局の協働体制や居住支援協議会の役割および関係機関との連携状況等を

ポイントとして、単身高齢者への居住支援の取り組みについて調査することとし

た。 

 

４ 手交式の内容  

 民生常任委員会 委員長 小林 芳幸および副委員長 富山 悦子より、保健

福祉部長 氣田 聖大へ調査結果を提出する。 

 

議会事務局議事調査課     
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